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○工事等請負業者選定要領（抜粋） 

 

 

（通則） 

第１条 会社の締結する工事並びに設計監理、測量及び工事の施行に必要な調査（以下「工

事等」という。）の請負契約又は委託契約に係る一般競争及び指名競争に参加する者に必

要な資格並びに当該資格の審査及び競争参加者の選定に関する事務の取扱いについては、

契約規程（平成１７年規程第３号）、契約細則（平成１７年細則第１号）及び物品等又は

特定役務の調達手続の特例に関する細則（平成１６年細則第９号）に定めるもののほか、

この要領の定めるところによる。（イ、ハ） 

（一般競争参加者の資格） 

第２条 契約細則第４条第１項の規定により一般競争に参加する者に必要な資格（以

下「一般競争参加資格」という。）は、次の各号に定めるもの以外のものとする。（イ、

ニ） 

 一 予算決算及び会計令（昭和２２年法律第１６５号）第７０条の規定に該当する者 

 二 経営状態が著しく不健全であると認められる者 

 三 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による許可及び同法第２７条

の２３第２項に規定する経営事項審査（一般競争資格審査（契約細則第４条第２項に

規定する一般競争参加資格の審査をいう。以下同じ。）にあっては告示（平成６年建設

省告示第１４６１号をいう。以下同じ。）第１第１号の２に規定する審査基準日が一般

競争資格審査の申請をする日の１年７月前の日以後のものに限る。次項において同

じ。）を受けていない者及び平成１６年３月１日以降に申請した経審により競争参加資

格申請をする場合には、建設業法に基づく許可行政庁に総合評定値を申請してない者

又は営業に関し法律上必要とする資格を有しない者（イ、ニ） 

 四 第７条第２項から第６項の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

及び一般競争（指名競争）参加資格審査 申請書（測量・建設コンサルタント等）並

びにそれらの付属書類又は資格審査申請用デ－タ（以下「資格審査申請書等」という。）

中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載をしなかった

者 

 五 共同企業体の構成員又は事業協同組合の組合員に第１号から第５号までに該当する

者を含むもの 

２ 社長は、会社が発注した工事の契約において、次の各号の一に該当すると認められる

者（当該者が共同企業体の構成員である場合にあっては当該共同企業体を、当該者が事

業協同組合の組合員である場合にあっては当該事業協同組合を含む。）及びこれらを代理

人、支配人その他の使用人として使用する者を、その事実があった２年間一般競争に参加

させないことができる（ハ） 
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 一 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者 

 二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るた

めに連合した者 

 三 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨げた者 

 四 会社の監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 五 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

 六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり、

代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

３ 社長は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用するものを一般競争に参加

させないことができる。 

４ 工事に係る一般競争参加資格については、建設業法に基づく許可行政庁により算定さ

れる総合評定値の値により、次条各号に掲げる工事種別ごとに契約予定金額に応じて等

級の区分を定めるものとする。 

５ 設計監理、測量及び工事の施行に必要な調査（以下「設計監理等」という。）に

係る一般競争参加資格については、別に定めるところにより算定する総合点数を付

与し、第４条に定める業種区分別に定めるものとする。  

 


